
2023/6/8

1

沖縄市健康福祉部 介護保険課管理係
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以下の項目については、令和６年３月３１日までに整備して
ください。

①業務継続計画の策定等

②認知症介護基礎研修の受講の義務づけ

③感染症の予防及びまん延の防止のための措置

④虐待の防止

3

１. 運営基準 令和５年度末までの経過措置について

①業務継続計画の策定等

＜厚生労働省ホームページ＞

介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関
する研修

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_k
aigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html

介護施設・事業所における業務継続ガイドラインや、研修動画が
掲載されています。（新型コロナウイルス感染症、自然災害別）

4

参考

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html
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②認知症介護基礎研修の受講の義務づけ

＜沖縄県ホームページ＞

介護保険施設等従事者向け研修

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/kodomo/korei/shido/135
95.html

※令和４年度の情報（参考）

• eラーニング

期間、人数制限なし。受講料 3,000円

•集合研修

例年４回開催（各回定員25名）。テキスト代 1,100円
5

参考

令和５年度分は、上
記ホームページをご
確認ください。

③感染症の予防及びまん延の防止のための措置

＜厚生労働省ホームページ＞

介護事業所等向けの新型コロナウイルス感染症対策等まとめページ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kai
go/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html

感染症対策の手引き等が掲載されています。

6

参考

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/kodomo/korei/shido/13595.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/taisakumatome_13635.html


2023/6/8

4

④虐待の防止

＜厚生労働省ホームページ＞

•高齢者虐待防止に資する研修・検証資料等

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22750.html

研修、検証等に活用できる調査研究事業等の資料等が掲載されて
います。

•高齢者虐待防止の基本

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-
Roukenkyoku/1.pdf 7

参考

2．感染症法上の位置づけの変更に伴うコロ
ナ臨時的取扱いについて

8

令和5年5月8日
以降

※沖縄市ホームページ参照
https://www.city.okinawa.okinawa.jp/k020/contents/p00006.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_22750.html
https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-Roukenkyoku/1.pdf
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別紙２ 位置づけ変更後におけるコロナ特例事務
連絡の取り扱い整理表（R5.05.01）

9

利用者や従事者等において新型コ
ロナ感染者が発生した際にも、安
定的にサービス提供を行うための
臨時的な取扱いや、ワクチン接種
の促進のための臨時的な取扱いに
ついては、当面の間継続する。

利用者や従事者 （同居する家
族を含む）に新型コロナ感染
者（又はその疑いがある者）
が発生した 場合において、柔
軟な取扱いを継続する。

実習・実地研修に限り、新
型コロナの影響により未受
講の場合に、基準違反・減
算としない取扱いを継続す

る。

新型コロナの感染症法上の位置づけ
変更に伴い、各種制限が緩和される
ことを踏まえ、臨時的な取扱いがな
くても必要なサービスを提供するこ
とが可能と考えられるものについて
は、当該臨時的な取扱いを令和５年

５月７日をもって終了する。

＊位置づけ変更前に既に取り扱いを終了して
いるもの

＊＊コロナ特例事務連絡としては取扱いを終
了するものの、他の事務連絡等により従前と
同様の取扱いが可能であるもの

3．業務管理体制について

10

介護保険法第１１５条の３２により、介護サービス事業者には、
法令遵守等の業務管理体制の整備が義務付けられています。

介護サービス事業者が整備すべき業務管理体制は、指定又は許可
を受けている事業所又は施設の数に応じて定められており、業務管
理体制の整備に関する事項を記載した届出書を関係行政機関に届け
出る必要があります。

※厚生労働省ホームページ

介護サービス事業者の業務管理体制

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo
/kaigo_koureisha/service/index.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/service/index.html
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業務管理体制の整備に係る届出事務の電
子申請化について

厚生労働省において「業務管理体制の整備に関する届出システ
ム」（以下、「届出システム」という。）が構築され、令和５年
３月２８日以降、電子申請等による届出が可能となっています。

電子申請に関する詳細は、下記沖縄県ホームページをご参照くだ
さい。

沖縄県ホームページ

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/kodomo/korei/20922.html

12

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/kodomo/korei/20922.html
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提出先
届出先 提出先

厚生労働大臣 〒100-8916
東京都千代田区霞が関1－2－2
厚生労働省老健局総務課 介護保険指導室 業務管理係
TEL 03-5253-1111（内線3958） FAX03-3592-1281
厚生労働省ホームページ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/service/annai.html

沖縄県知事 沖縄県庁または福祉事務所（詳細は下記沖縄県ホームページ参照）
沖縄県ホームページ
https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/kodomo/korei/20922.html

沖縄市長 〒904-8501
沖縄市仲宗根町26番1号 沖縄市役所1階 介護保険課管理係
TEL 098－939-1212（内線3098） E-mail  a42kanri@city.okinawa.lg.jp
沖縄市ホームページ
https://www.city.okinawa.okinawa.jp/k020-001/kenkou/jigyousha/kaigojigyousha/22457.html

13

★届出システムのログイン画面はこちらから
https://www.laicomea.org/laicomea/cmns01l/cmns01l1/init.do

4．運営推進会議（介護・医療連携推進会議）に
ついて

14

サービス種別 開催頻度

指定定期巡回・随時訪問型訪問介護看護
指定地域密着型通所介護
指定認知症対応型通所介護

おおむね6月に1回以上

指定小規模多機能型居宅介護
指定認知症対応型共同生活介護
指定地域密着型特定施設生活介護
指定地域密着型介護老人福祉施設
指定看護小規模多機能型居宅介護

おおむね2月に1回以上

mailto:a42kanri@city.okinawa.lg.jp
https://www.laicomea.org/laicomea/cmns01l/cmns01l1/init.do
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開催通知

議事録

会議参加

介護保険課管理係 〒904-8501 沖縄市仲宗根町26番1号
E-mail ： a42kanri@city.okinawa.lg.jp
FAX： 098-987-8527

<構成メンバー>
・利用者
・利用者の家族
・地域住民の代表者
・市職員または地域包
括支援センター職員
・知見を有する者
等

開催通知や議事録は、介護保険課管理係宛に送ってください。
（電子メール、郵送、窓口）※個人情報取扱注意

地域密着型サービス事業所

議事録は公表しなければならない
※個人情報取扱注意

5．お知らせ事項

•消火設備等の点検について

•よくある指摘事項

•介護給付費算定に係る体制等に関する届出について

•令和5年度沖縄市介護職員初任者研修等受講費用助成金について

16

mailto:a42kanri@city.okinawa.lg.jp


2023/6/8

9

消火設備等の点検について

＜基準＞

消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を備えなければな
らない。

＜解釈通知＞

消火設備その他の非常災害に際して必要な設備とは、消防法その
他の法令等に規定された設備を示しており、それらの設備を確実
に設置しなければならないものである。

17

18

指定更新時に、「直近の消防用設備

等点検結果報告書」の提出をお願い

しています。消防法令等に違反して

いる状態では、指定更新ができない

場合がありますのでご留意ください。
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消防法に基づく消防用設備等点検報告制度について

※沖縄市ホームページ
https://www.city.okinawa.okinawa.jp/k051/anshin/shouboukyuukyuu/shoubou/1008/23946.html

沖縄市ホーム
ページより

よくある質問

20

Q1 消防用設備等の点検の種類と頻度は？

A 6か月に1回の機器点検と1年に1回の総合点検を行う必要があ
ります。

•機器点検：外観又は簡易な操作による点検

•総合点検：実際に消防設備を作動させ、総合的な機能を確認す
る点検

【参照：平成16年5月31日消防庁告示第9号】

https://www.city.okinawa.okinawa.jp/k051/anshin/shouboukyuukyuu/shoubou/1008/23946.html
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21

Q2 消防用設備等の報告の頻度は？

A 建物の用途によって決められた期間ごとに報告する義務があ
ります。

•特定防火対象物：1年に1回の報告

（用途例：物品販売店舗、ホテル、病院、飲食店など不特定多数
の者が出入りする建物）

•非特定防火対象物：3年に1回の報告

（用途例：工場、事務所、共同住宅、学校、駐車場等）

【参照：消防法施行規則第31条の6】

介護事業所はこちら

※詳しくは以下の表をご参照ください。

22

詳細は次
ページ参照
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Q3 自分で点検できるの？

A 基本的には、消防設備士又は消防設備点検資格者に依頼し、
点検を行ってください。

だたし、次の1.2.のいずれにも該当しない建物については、
法律上資格者以外の者でも点検することができますが、点検時
の安全性なども考慮し、沖縄市消防本部では資格者による点検
を推奨しています。

1．延べ面積1000平方メートル以上の建物

2．地下又は3階以上の階に特定用途（物品販売店舗、ホテル、
病院、飲食店など不特定多数の人が出入りする事業所等）があ
り、かつ、階段が屋内一か所のみの建物

24
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Q4 点検結果の報告書はどうやって作るの？

A 告示で定められた様式を使用し、2部作成し報告する必要がありま
す。

1．消防用設備等点検結果報告書

2．消防用設備等点検結果総括表

3．消防用設備等点検者一覧表

4．必要な設備の点検表

☞消防用設備等の点検報告、点検表（日本消防設備安全センター）

https://www.fesc.or.jp/07/index4-c.html

25

Q5 点検の結果、不備事項があった場合はどうしたらよいですか？

A 消防用設備等に不備があると、火災等の災害時に被害を拡大させ
る可能性があるため、正常な状態で維持する必要があります。不備事
項があった場合は早期に改修してください。

26

https://www.fesc.or.jp/07/index4-c.html
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Q6 罰則はありますか？

A 点検結果の報告がなされない場合には建物の関係者に対し、職
員による立入検査等で指導を行います。それでも報告がなされない
場合には、罰則として30万円以下の罰金又は拘留となる可能性が
あります。

【参照：消防法第44条第11号】

27

消防設備等に関するお問い合わせ

沖縄市消防本部 予防課

〒904-2153 沖縄県沖縄市美里5丁目29番1号

電話番号：098-929-0901（予防課直通）

ファクス番号：098-983-4588

28
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よくある指摘事項について

①秘密保持（個人情報使用の同意）

個人情報の使用に関する同意書について、家族の
個人情報の使用に係る家族の同意欄がない。

29

＜基準＞

サービス担当者会議等において、利用者の個人情
報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族
の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あ
らかじめ文書により得ておかなければならない。

個人情報の使用に関する同意書に
は、

①利用者の個人情報を使用するこ
とについての利用者の同意欄

②利用者の家族の個人情報を使用
することについての利用者家族の
同意欄

が必要。

30

個人情報の使用に関する同意書

上記の目的で個人情報を使用することに同意
します。

令和○年○月○日
利用者氏名 □□ □□
（代筆者） △△ △△（続柄：長男）

家族氏名 △△ △△（続柄：長男）
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個人情報の取り扱いに係る参考ページ
• 個人情報保護委員会ホームページ

法令・ガイドライン等

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/#anc_Guide

• 政府広報オンライン

個人情報保護法をわかりやすく解説

個人情報の取扱いルールとは？

https://www.gov-online.go.jp/useful/article/201703/1.html

• 厚生労働省ホームページ

厚生労働分野における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン等

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000027272.html
31

②苦情処理

重要事項説明書等に苦情処理の体制及び手順
等の記載がない。

32

＜基準解釈通知より＞

事業所における苦情を処理するために講ずる措
置の概要について明らかにし、相談窓口の連絡
先、苦情処理の体制及び手順等を利用申込者に
サービスの内容を説明する文書に記載するとと
もに、事業所に掲示するべきものである。

https://www.ppc.go.jp/personalinfo/legal/#anc_Guide
https://www.gov-online.go.jp/useful/article/201703/1.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000027272.html
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あらかじめ利用申込者またはその家族に説明する内容（基準解釈通知）

33

などの利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項を文
書で交付して説明し、同意を得る。

・運営規程の概要
・従業者の勤務の体制
・事故発生時の対応
・苦情処理の体制
・提供するサービスの第三者評価
の実施状況

（参考様式5）利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

34

利用申込者にサービスの
内容を説明する文書に記
載し説明してください。

指定申請時に、指
定権者に提出する

書類です。
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介護給付費算定に係る体制等に関する届出について

35

別紙様式3－2 介護給付費算定に係る体制等に関する届出

別紙1－3 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

36

変更する項目を
すべて記載して

ください
別紙様式3－2 介護給付費算定に係る体制等に関する届出
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37

別紙1－3 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

変更するものだけで
なく、全ての項目に
チェックしてくださ

い。

•市内の介護サービス提供事業所における新たな介護人材の確保及
び介護職員の資質の向上を図るため、同事業所の従業者に係る介
護職員初任者研修又は介護福祉士実務者研修を修了した者に、そ
の受講費用の一部を予算の範囲内で助成します。（予算がなくな
り次第終了。）

•上限5万円

詳細は、沖縄市ホームページをご覧ください。

https://www.city.okinawa.okinawa.jp/k020001/contents/p00002.html

38

令和5年度沖縄市介護職員初任者研修等受講費用助成金
について

https://www.city.okinawa.okinawa.jp/k020001/contents/p00002.html
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6．令和4年度介護職員処遇改善加算等実
績報告書について

•介護職員処遇改善加算

•介護職員等特定処遇改善加算

•介護職員等ベースアップ等支援加算

算定している間は、
毎年度計画書と実績
報告書の提出が必要
です。

処遇改善加算等の算定

計画書

2月末 7月末 2月末2月末 2月末

報告書

7月末 7月末 7月末
39

計画書 計画書 計画書報告書 報告書 報告書

令和４年度実績報告書の提出

＜提出期限＞

令和5年7月31日（月）17：00まで

提出方法：窓口、郵送、電子メール

（郵送または電子メール推奨・郵送の場合は必着）

＜提出先＞

沖縄市役所1階 介護保険課管理係

〒904-8501 沖縄市仲宗根町26番1号

E-mail  a42kanri@city.okinawa.lg.jp

40

mailto:a42kanri@city.okinawa.lg.jp
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令和4年度介護職員処遇改善加算等実績
報告書の様式

•介護保険最新情報vol.1136（令和5年3月17日）

•「介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職
員等ベースアップ等支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理
手順及び様式例の提示について（令和４年度分）」の一部改正につ
いて

•＜提出書類＞

•別紙様式3－1

•別紙様式3－2

•別紙様式3－3（令和4年度にベースアップ加算を算定している場合）

41

期限までに実績報告が行われない場合

問 期限までに実績報告が行われない場合は、実施期間中の当該
加算は全額返還となるのか。（平成２４年度介護報酬改定に関す
るＱ＆Ａ（Vol.１）平成24年3月16日付 P99 問238 ）

答 加算の算定要件で実績報告を行うこととしており、指定権者
が実績報告の提出を求める等の指導を行っているにも関わらず、
実績報告の提出を行わない場合は、加算の算定要件を満たしてい
ない不正請求として全額返還となる。

42
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令和4年度実績報告書の作成

① ②③

の順に入力

43

「はじめに」の内容を確認

44
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入力① 基本情報入力シート

45

色付きセル
のみ記入

＜変更点＞
指定権者が複数の場合、１行に

まとめて記入する。

色付きセル
のみ記入

色付きセル
のみ記入

入力②ー１ 別紙様式３－２

＜変更点＞
事業所ごとではなく、事業所全

体の総額及び総数を記入

色付きセル
のみ記入

基本情報入力シート
の内容が反映 46
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別紙様式３－２ 記入上の注意点①

•「本年度の加算の総額」について

•国保連からのお知らせをもとに、本年度（4月～3月）の実績を
記入する。

47

•国保連からのお知らせに書かれている
令和〇年〇月審査分とは、請求月のこ
とです。

例）算定月が４月
➡審査月（請求月）は５月

審査月
5月～4月分の合計額

間
違
い
多
発
ポ
イ
ン
ト

審
査
月
の
4

月
～
3

月
分

の
合
計
を
記
載
し
て
い
る

本年度
（4月～3月）
の加算の総額

とは、

48
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本年度（4月～3月）の実績を記入とは？

•「本年度」＝算定月が4月～3月

•算定月が4月～3月なので、国保連から
のお知らせに記載されている審査月
（請求月）は、5月～4月になります。

それぞれの
合計額を記載

49

別紙様式３－２ 記入上の注意点②

「グループ別内訳」について

•「本年度の加算の総額」の内訳を記入します。

•「グループ別内訳」の合計＝「本年度の加算の総額」

50
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加算の総額の内訳とは？

内訳

内訳

内訳

経験技能あ
る介護職員

他の
介護職員

その他
職種

51

賃金改善所要額（実際配分した額）との違い

グループ
A

グループ
B

加算の総額

上乗せ分

グループ
C

加算の総額

グループ
A

グループ
B

グループ
C

賃金改善所要額
＝加算の総額＋上乗せ分

（実際介護職員等に配分した額）

特定加算・ベースアップ加算のみ

特定加算・ベースアップ加算のみ
経験技能あ
る介護職員

他の
介護職員

その他
職種

経験技能あ
る介護職員

他の
介護職員

その他
職種

52
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内訳

内訳

「加算の総額」だけの内訳を記載する

賃金改善所要額の内訳ではない。

53

内訳

特定加算の「平均賃金改善
額」を算出する過程で、
「本年度の平均賃金額」の
算出に反映される

•本年度の賃金の総額は、賃金改善に伴う法定福利費等の事業主負
担の増加分を含めることができる。

別紙様式３－２ 記入上の注意点③

54
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入力した数値（金額等）の転記

Q7
Q8
Q9 R9

R8
R7

S9
S8
S7

T9
T8

Q7へ T8へS8へR8へQ8へS7へR7へ R9へ S9へ T9へ

Q9＝R9＋S9＋T9

入力した加算の総額や内訳は、別紙様式3－2 左上の表に転記されます。

55

賃金の総額や常勤換算職員数は、別紙様式3－2 右上の表に転記されます。

X7へ

X7

X8 Y8 Z8 AA8
AB8 AE8AD8AC8

X8=Y8＋Z8＋AA8

Z8へY8へ AA8へ AB8へ AC8へ AD8へ AE8へ

56
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別紙様式3－2
左上の表

別紙様式3－2
右上の表

＝Q7 ＝Q8

＝X7 ＝X8
＝Q7

＝Q8－T8

＝R9＋S9 ＝Q9

57

別紙様式3－2
左上の表

別紙様式3－2
右上の表

イ ロ

（Y8-R7-R9）/AB8

（Z8-S7-S9）/AC8

（AA8-T9）/AD8

58

ローイ
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入力②ー２ 別紙様式３－３（新様式）

事業所ごとではなく、事業所全
体の総額及び総数を記入

基本情報入力シート
の内容が反映

色付きセル
のみ記入

59

別紙様式３－３ 記入上の注意点①

ベースアップ加算の賃金改善実施期間（令
和４年度においては、原則として令和４年
10月分から令和５年３月分まで）における
賃金の総額、加算の総額を記載すること。

60

賃
金
改
善
額
を
記
載

す
る
こ
と
。

賃
金
改
善
額
を
記
載

す
る
こ
と
。
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別紙様式３－３ 記入上の注意点②

「賃金改善実施期間における賃金の総額」は、賃金改善に伴う法
定福利費等の事業主負担の増加分を含めることができる。

61

別紙様式３－３ 記入上の注意点③

一
致
す
る
こ
と

62
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入力した数値（金額）の転記
入力した加算の総額は、別紙様式3－3の左上の表や、別紙様式3－1に転記されます。

Q6

Q7

Q8

Q9

Q8へQ7へQ6へ Q9へ
V16 W16

X16 Y16
63

別紙様式3－3
左上の表

＝Q9

＝Q6
＝Q7
＝Q8

64
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＝V16

＝W16

＝X16

＝Y16

別紙様式3－3
の表

別紙様式3－1
２実績報告
⑤に転記

65

別紙様式３－３ 記入上の注意点③

一
致
す
る
こ
と

66

再掲
V16 X16
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入力③ 別紙様式３－1

色付きセル
のみ記入

67

算定している加算は「〇」

算定していない加算は「×」

を選択

別紙様式３－１ 記入上の注意点①

算定していない加算は
「×」を選択

➡セルがグレーになる

関連する項目が
グレー表示（記入不要）

68
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•算定する加算に係るオレンジセルが「〇」になっていることを
確認する。

別紙様式３－１ 記入上の注意点②

要件Ⅰ～Ⅲ：賃金改善所要額が、加算の総額以上であること

69

要件Ⅳ：グループ毎の平均賃金改善額が配分ルールを満たしていること

要件Ⅵ：
賃金改善の合計額
の３分の２以上は、
基本給又は決まっ
て毎月支払われる
手当の引上げに充

てること

要件Ⅴ： （A）のうち、１人以上は月額８万円の改善または改善後の賃金が年額440万円以上となっていること

70
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別紙様式３－１ 記入上の注意点③

前年度の賃金の総額：計画書の２（１）②ⅱ）の額を記載することとしているが、職員構成が変わった等
の事由により修正することが可能。その場合、⑦その他に修正理由を記載する。

71

実績報告書の提出時において、前年度の賃金
の総額に変更の必要が生じた場合

問 処遇改善計画書及び実績報告書において基準額１、２（前年
度の（介護職員の）賃金の総額）及び基準額３（グループ別の
前年度の平均賃金額）の欄が設けられているが、実績報告書の
提出時において、基準額１、２及び３に変更の必要が生じた場合
について、どのように対応すればよいか。

（介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関す
るＱ＆Ａ 令和３年６月 2９日付 P2 問１ ）

72
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答 当該事業所における処遇改善加算等により賃金改善を行った総額については、

①前年度の賃金の総額（基準額１、２）

②処遇改善加算又は特定加算による賃金改善を含めた当該年度の賃金の総額

を比較し計算することとしているが、①について職員構成や賃金改善実施期間等が変
わることにより、修正が必要となった場合や、②について経営状況等が変わった場
合、以下の取扱いが可能である。

＜①について職員構成や賃金改善実施期間等が変わることにより、修正が必要となっ
た場合＞

当該年度において、勤続年数が長い職員が退職し、職員を新規採用したこと等によ
り、前年度と職員構成等が変わった場合や賃金改善実施期間が処遇改善計画書策定
時点と変わった場合等に、処遇改善計画書に記載した前年度の賃金の総額が、②と
比較するに当たっての基準額として適切ではなくなる場合がある。通常は、処遇改
善計画書の変更の届出を行い、基準額１、２の額を推計することにより修正するこ
ととなるが、この場合は、実績報告書の提出時において、変更前後の基準額と合理
的な変更理由を説明することで差し支えない。（令和２年度実績報告書においては、
説明方法は問わないが、令和３年度においては、「介護職員処遇改善加算及び介護職
員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示
について」（令和３年３月 16 日老発 0316 第４号）でお示しした実績報告書（様式
３－１）の「⑥その他」に記載されたい。

73

別紙様式
3－2

別紙様式3－1
２実績報告

①②

74

別紙様式
3－3
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前年度の平均賃金額：計画書２（3）⑦ⅳ）の額を記載することとしているが、職員構成が変わっ
た等の事由により修正することが可能。その場合、⑦その他に修正理由を記載する。

別紙様式３－１ 記入上の注意点④

75

実績報告書の提出時において、グループ別の
前年度の平均賃金に変更の必要が生じた場合

問 処遇改善計画書及び実績報告書において基準額１、２（前年
度の（介護職員の）賃金の総額）及び基準額３（グループ別の
前年度の平均賃金額）の欄が設けられているが、実績報告書の
提出時において、基準額１、２及び３に変更の必要が生じた場合
について、どのように対応すればよいか。

（介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算に関す
るＱ＆Ａ 令和３年６月 2９日付 P2 問１ ）

76
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答 当該事業所における処遇改善加算等により賃金改善を行った総額については、

①前年度の賃金の総額（基準額１、２）

②処遇改善加算又は特定加算による賃金改善を含めた当該年度の賃金の総額

を比較し計算することとしているが、①について職員構成や賃金改善実施期間等が変わること
により、修正が必要となった場合や、②について経営状況等が変わった場合、以下の取扱いが
可能である。

＜①について職員構成や賃金改善実施期間等が変わることにより、修正が必要となった場合＞

当該年度において、勤続年数が長い職員が退職し、職員を新規採用したこと等により、前年
度と職員構成等が変わった場合や賃金改善実施期間が処遇改善計画書策定時点と変わった場合
等に、処遇改善計画書に記載した前年度の賃金の総額が、②と比較するに当たっての基準額と
して適切ではなくなる場合がある。通常は、処遇改善計画書の変更の届出を行い、基準額１、
２の額を推計することにより修正することとなるが、この場合は、実績報告書の提出時におい
て、変更前後の基準額と合理的な変更理由を説明することで差し支えない。（令和２年度実績
報告書においては、説明方法は問わないが、令和３年度においては、「介護職員処遇改善加算
及び介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示
について」（令和３年３月 16 日老発 0316 第４号）でお示しした実績報告書（様式３－１）
の「⑥その他」に記載されたい。

なお、これは、基準額３（グループ別の前年度の平均賃金額）についても同様である。
77

別紙様式3－2
左上の表

別紙様式3－2
右上の表

別紙様式3－1
２実績報告
③に転記

ロ

（Y8-R7-R9）/AB8

（Z8-S7-S9）/AC8

（AA8-T9）/AD8

再掲

78

ローイイ
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別紙様式３－１ 記入上の注意点⑤

（n-1）と（o-1）の合計額は、ベースアップ等加算による「賃金改善所要額」
（「②賃金改善所要額」の最右欄）と一致すること。

一
致

79

別紙様式３－１ 記入上の注意点⑥

①

②

③

④

⑤

⑥

処遇改善加算
全体の中から1つ以上の取り組み

を行う

特定加算
①～⑥の各項目ごとに1つ以上の

取り組みを行う

80
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別紙様式３－１ 記入上の注意点⑦

給与明細や勤務記録等、実績
報告の根拠となる資料は、指
定権者からの求めがあった場
合に速やかに提出できるよう、
適切に保管しておくこと。

虚偽や不正があった場合には、
支払われた介護給付費の返還
や介護事業者の指定取消とな
る場合があるので留意するこ
と。

81

算定期間

算定期間

3月 4月

算定期間

7．処遇改善加算等に係る注意事項

82

2月末スタート

4月

4月

4月

3月

3月

算定期間

2月末

2月末

2月末

7月末

7月末

7月末

1月末9月

加算届出
計画書提出

計画書提出
（2年目分）

報告書提出
（初年度分）

初年度

2年目

3年目

4年目

算定開始

計画書提出
（3年目分）

報告書提出
（2年目分）

報告書提出
（4年目分）

報告書提出
（3年目分） 算定終了

終了

計画書提出
（4年目分）
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①計画書・実績報告書の提出時期

＜計画書＞

処遇改善加算等を取得しようとする月の前々月の末日まで

例1）令和6年4月から算定予定➡令和6年2月末日まで

例2）令和5年10月から算定予定➡令和5年8月末日まで

＜報告書＞

•毎年度末まで算定した場合➡翌年度の7月末まで

•年度途中で算定しなくなった場合（休止、廃止含む）➡最終の
加算の支払いがあった月の翌々月の末日まで

例1）令和5年8月～休止➡11月末まで

※最終の加算（7月分）の支払い月（9月）の翌々月

83

②変更の届出
計画書の内容について、以下の変更があった場合は変更の届出が
必要。

1）会社法の規定による吸収合併、新設合併等により、計画書の
作成単位が変更となる場合。

2）複数の介護サービス事業所等を一括申請している事業者で、
当該申請に係る介護サービス事業所等に増減があった場合。

3）処遇改善加算の区分変更のため、キャリアパス要件に関する
適合状況に変更があった場合

4）介護福祉士の配置等要件に関する適合状況に変更があり、該
当する加算区分に変更が生じた場合。

5）就業規則を改正した場合（介護職員の処遇に関する内容に限
る）

6）処遇改善加算（Ⅲ）を算定し、キャリアパス要件、職場環境
等要件の要件間の変更が生じる場合

84
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•計画書及び実績報告書の内容を証明する資料は、事業者が適切
に保管し、沖縄市から求めがあった場合には速やかに提出する
こと。

•労働基準法、労働災害補償保険法、最低賃金法、労働安全衛生
法、雇用保険法その他の労働関係法令に違反し、罰金以上の刑
に処せられていないこと。

•労働保険料の納付が適正に行われていること。
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③関係資料の保管及び提示について

④労働関係法令の遵守

•処遇改善加算等の届出を行った事業所は、当該事業所における
賃金改善を行う方法について計画書を用いて職員に周知すると
ともに、就業規則等の内容についても職員に周知すること。

•介護職員から処遇改善加算等に係る賃金改善に関する照会が
あった場合は、当該職員についての賃金改善の内容について、
書面を用いるなどわかりやすく回答すること。

86

⑤処遇改善方法の周知
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処遇改善計画書等の周知方法

問 賃金改善等の処遇改善計画の介護職員への周知方法の確認に
ついて、回覧形式で判子を押印した計画書の写しを提出させるこ
と等が考えられるが、具体的にどのように周知すればよいか。

（平成２４年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）平成 24 
年 3 月 16 日付 P97 問231）

答 賃金改善計画等の周知については、全従事者が閲覧できる掲
示板等への掲示や全従事者への文書による通知等が考えられるが、
各法人・事業所において適切な方法で実施することが必要である。
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ご清聴、ありがとうございました。
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